
第 17期町田市議会改革調査特別委員会

1 付議事件① 議員の調査活動等に関する事項

付議事件② 議会の権能・機能強化に関する事項

付議事件③ 議会の情報提供に関する事項

令 和 6年 (2・ 024年 )

8月 20日 (火)議会運営委員会終了後
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町田市議会政務活動費使途基準の運用指針 変更箇所 (案)1

項 目 内  容 例 一不 留 意 事 項

資料購入費

会派の行う政務活
動のために必要な
資料の購入に要す
る経費

新聞購入費、雑誌
購入費、図書購入
費、電子メディア購
入費、電子コンテン
ツ購入費等

(1)参考図書、新聞、雑誌等定期刊行
物の購入費、追録代、電子メディ
ア・電子コンテンツ購入費等とす
る。

(2)書籍、雑誌、その他の資料は、名
称、冊数、単価等を領収書に記載
するものとする。

(3)政務活動に適さない図書等の購入
は不可とする。

④ 正二菫土整丘墨当聖止盤菫墜二|
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事 務 費

会派の行う政務活
動のために必要な
事務運営に要する
経費

消耗品購入費、備
品購入費、事務機
器代、複写機等リー
ス代、情報機器代、
ソフトウエア代等

ω 二五菫上 _重霊二豊量墨2塵蛙
区2二土墨 場ヽ合liェ2全重 1を上
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備品については、別紙8「政務活動
費によって購入した備品の取り扱
いについて」により使用・管理する
ものとする。

0)備 品は、1件 3万 円以上のものと
(ユ〕し、リース又はレンタル契約によるこ

とも可とする。なお、品名、契約先、
契約期間、契約金額が確認できる
書類 は会派で保管するものとす
る。

政務活動費により購入したOA等
事務機器の補修代、リース等による
OA等事務機器の保守点検料は、
支出できるものとする。

(全)OA等事務機器の保険料は支出で
(Dきないものとする。

生)消耗品を購入した場合は、領収書
⑥ に物品等の名称を具体的に記載

するものとする。

政務活動に適さないソフトウエア等
の購入は不可とする。

ヽ



5.施行期 日

この運用指針は、平成19年 10月 4日 から施行し、平成19年4月 1日 から適用する。

この運用指針は、平成28年4月 1日 から施行する。改正後の運用指針の規定は、平成28年

4月 1日 以後に交付される政務活動費から適用し、同日前に交付された政務活動費について

は、なお従前の例による。

この運用指針は、令和2年4月 1日 から施行する。改正後の運用指針の規定は、令和2年

4月 1日 以後に交付される政務活動費から適用し、同日前に交付された政務活動費について

は、なお従前の例による。
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町田市議会政務活動費使途基準の運用指針 変更箇所(案)2

会派の行う政務活
動のために必要な
事務運営に要する
経費

項 目 内  容 例 一不 留 意 事 項

資料購入費

会派の行う政務活
動のために必要な
資料の購入に要す
る経費

新聞購入費、雑誌
購入費、図書購入
費、電子メディア購
入費、電子コンテン
ツ購入費等

(1)参 考図書、新聞、雑誌等定期刊行
物の購入費、追録代、電子メディ
ア・電子コンテンツ購入費等とす
る。

(2)書籍、雑誌、その他の資料は、名
称、冊数、単価等を領収書に記載
するものとする。

(3)政務活動に適さない図書等の購入
は不可とする。

④ 五星菫党_査二塑蓋翫生盤韮量二
|ま 冊T^±_金む」二重 重について
|ま 、議員 1ム当 り各 1音こと今̂る
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事 務 費

消耗品購入費、備
品購入費、事務機
器代、複写機等リー
ス代、情報機器代、
ソフトウエア代等

(1)備 品については、別紙8「政務活動
費によって購入した備品の取り扱
いについて」により使用・管理する
ものとする。

(2)備 品は、1件 3万 円以上のものと
し、リース又はレンタル契約によるこ
とも可とする。なお、品名、契約先、
契約期間、契約金額が確認できる
書類 は会派で保管するものとす
る。

(3)政務活動費により購入したOA等
事務機器の補修代、リース等による
OA等事務機器の保守点検料は、
支出できるものとする。

(4)OA等事務機器の保険料は支出で
きないものとする。

(5)消耗品を購入した場合は、領収書
に物品等の名称を具体的に記載
するものとする。

(6)政務活動に適さないソフトウエア等
の購入は不可とする。
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5.施行期 日

この運用指針は、平成19年 10月 4日 から施行し、平成 19年4月 1日 から適用する。

この運用指針は、平成28年4月 1日 から施行する。改正後の運用指針の規定は、平成28年
4月 1日 以後に交付される政務活動費から適用し、同日前に交付された政務活動費について

は、なお従前の例による。

この運用指針は、令和2年4月 1日 から施行する。改正後の運用指針の規定は、令和2年

4月 1日 以後に交付される政務活動費から適用し、同日前に交付された政務活動費について

は、なお従前の例による。
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町田市議会政務活動費使途基準の運用指針 変更箇所(案)3

会派の行う政務活
動のために必要な
事務運営に要する
経費

項 目 内  容 留 意 事 項

資料購入費

会派の行う政務活
動のために必要な
資料の購入に要す
る経費

新聞購入費、雑誌
購入費、図書購入
費、電子メディア購
入費、電子コンテン
ツ購入費等

(1)参考図書、新聞、雑誌等定期刊行
物の購入費、追録代、電子メディ
ア・電子コンテンツ購入費等とす
る。

(2)書籍、雑誌、その他の資料は、名
称、冊数、単価等を領収書に記載
するものとする。

(3)政務活動に適さない図書等の購入
は不可とする。

④ ユ退 重堂当 型 型選量壺塑 重二
は冊子生全と二上壁範壼■2三二
|ま 、議員 1人 当たり各 1部とする

事 務 費

消耗品購入費、備
品購入費、事務機
器代、複写機等リー
ス代、情報機器代、
ソフトウエア代等

(1)備 品については、別紙8「政務活動
費によって購入した備品の取り扱
いについて」により使用・管理する
ものとする。

(2)備 品は、1件 3万 円以上のものと
し、リース又はレンタル契約によるこ
とも可とする。なお、品名、契約先、
契約期間、契約金額が確認できる
書類 は会派で保管するものとす
る。

(3)政務活動費により購入したOA等
事務機器の補修代、リース等による
OA等事務機器の保守点検料は、
支出できるものとする。

(4)OA等事務機器の保険料は支出で
きないものとする。

(5)消耗品を購入した場合は、領収書
に物品等の名称を具体的に記載
するものとする。

(6)政務活動に適さないソフトウエア等
の購入は不可とする。
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5.施行期 日

この運用指針は、平成 19年 10月 4日 から施行し、平成 19年4月 1日 から適用する。

この運用指針は、平成28年4月 1日 から施行する。改正後の運用指針の規定は、平成28年

4月 1日 以後に交付される政務活動費から適用し、同日前に交付された政務活動費について

は、なお従前の例による。

この運用指針は、令和2年4月 1日 から施行する。改正後の運用指針の規定は、令和2年

4月 1日 以後に交付される政務活動費から適用し、同日前に交付された政務活動費について

は、なお従前の例による。
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